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第9編 人的被害の想定

9.1 検討項目

死傷者数

要因別に死傷者数を定量的に算定した。

１）建物被害による死傷

２）津波浸水による死傷

３）斜面崩壊による死傷

４）火災による死傷

５）ブロック塀倒壊による死傷

６）要救助者

ここでそれぞれの定義は以下のとおりである。

死 者：建物被害｛建物倒壊（家具転倒も含む）｝、津波浸水、火災などによる死者を想定

負 傷 者：建物被害や火災などにより、病院において治療が必要な負傷者を想定

重 篤 者：生命を救うため、直ちに処置を必要とするもの。入院が必要

重 傷 者：多少の治療の時間が遅れても生命に危険がないもの。入院が必要

中等傷者：上記以外の軽易な傷病で、ほとんど専門医の治療を要しないもの。入院は不要

要救助者：建物倒壊により閉じこめられたもの



9-2

9.2 人口データ

9.2.1 夜間人口・昼間人口

以下に示すデータをもとに、メッシュ単位での常住人口を作成した。

①平成 17年国勢調査、平成 18年事業所・企業統計調査地域メッシュ統計リンク結果

②平成 17年国勢調査小地域集計結果

③平成 18年事業所企業統計調査町丁・大字別集計結果

④GEOSPACE 電子地図1

9.2.2 夕刻人口

昼間人口から夜間人口への移行は、午後４時から９時までの間に直線的であるとした。

図 9-1 時間帯別の人口の推移

9.2.3 時間帯別移動人口割合

平成 18 年社会生活基本調査より時間帯別移動人口割合を作成した。
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図 9-2 時間帯別移動人口割合

1 NTT 空間情報株式会社：GEOSPACE、2012.7
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表 9-1 市町村別世帯・人口

市町村
世帯数

（人）

朝 5 時人口

（人）

昼 12 時人口

（人）

夕 18 時人口

（人）

大分市 183,700 463,000 463,800 463,500

別府市 55,100 126,900 124,600 125,400

中津市 32,900 84,300 86,200 85,600

日田市 25,400 74,200 74,300 74,300

佐伯市 30,700 80,300 78,200 79,000

臼杵市 15,500 43,400 41,100 41,900

津久見市 8,400 21,500 20,400 20,800

竹田市 10,100 26,600 27,700 27,300

豊後高田市 9,700 25,000 24,500 24,700

杵築市 13,000 33,600 34,600 34,300

宇佐市 22,900 61,000 59,500 60,000

豊後大野市 15,100 41,500 40,000 40,600

由布市 12,400 35,000 33,200 33,800

国東市 13,600 34,200 34,200 34,200

姫島村 1,000 2,500 2,300 2,400

日出町 10,100 27,600 24,900 25,800

九重町 3,600 11,100 10,700 10,800

玖珠町 6,300 18,300 17,800 18,000

総計 469,400 1,210,000 1,198,200 1,202,300

※端数処理により合計値が異なる場合がある
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図 9-3 朝 5 時人口分布

図 9-4 夕 18 時人口分布
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9.3 被害予測手法

9.3.1 建物被害による死傷

阪神・淡路大震災での被害データに基づき、木造建物被害だけでなく、非木造建物被害におけ

る死者数も設定し、木造（非木造建物）大破率と木造建物（非木造建物）における死者率との関

係により、建物被害による死者数を算定した。なお、液状化による建物被害に関しては、過去の

事例でも人的被害は発生していないため、本想定では液状化に起因する人的被害は発生しないも

のとした。

「1995 年兵庫県南部地震における火災に関する調査報告書」（日本火災学会、1996 年）では、

阪神・淡路大震災の建築物被災度（震災復旧都市づくり特別委員会による）と死者数との関係を

明らかにしており、このデータを用いた東京都地震被害想定（1997）の手法を参考とした。

家具の転倒を含む木造建物被害による死者数に関しては、東京都（1997）による以下の関係

式から推定する。

木造建物被害による死者数＝0.0315×木造建物大破率（％）

×メッシュ内木造屋内人口

非木造建物の被害による死者数に関しては最近の事例の資料がないため、東京都（1997）に

よる以下の関係式から推定する。

非木造建物被害による死者数＝0.0078×非木造建物大破率（％）

×メッシュ非木造屋内人口

大阪府地震被害想定（1997）によれば、負傷者数は次式で表され、本想定では負傷者数の想定

式としてこの式を適用した。

・建物被害率＝（全壊率＋1/2×半壊率）

・負傷者数＝0.01 × 屋内人口 (X≧37.5%)

・負傷者数＝(7-0.16X) × 屋内人口 (25%≦X<37.5%)

・負傷者数＝0.12 X × 屋内人口 (0%≦X<25%)

・重傷者比率(負傷者に占める割合)(%)=5 (X≧20%)

・重傷者比率(%)=15-0.5X (10%≦X<20%)

・重傷者比率(%)=10 (0%≦X<20%)

また、大阪大学入院患者調査による入院患者数と建物大破率との関係を用い、かつ、入院患者

に占める重篤者の割合を 17%とする。

※建物被害率は、揺れによる建物被害率を用い、液状化による被害率は含まない。

※建物被害による死傷には、家具転倒による死傷も内数として含まれている。
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9.3.2 津波による死傷

津波による被害は、以下の方法を用いて想定を実施した。

・津波浸水域において津波が到達する時間

（浸水深 30cm 以上）までに避難が完了

できなかった者を津波に巻き込まれた

ものとし、そこでの浸水深をもとに死亡

か負傷かを判定する手法。

・①避難行動（避難の有無、避難開始時期）、

②津波到達時間までの避難完了可否、③

津波に巻き込まれた場合の死者発生度

合の３つに分けて設定。

・なお、揺れによる建物倒壊に伴う自力脱

出困難者は津波から避難できないもの

とする。

図 9-5 津波による死傷予測フロー

①避難行動の違い（避難の有無、避難開始時期）

・東日本大震災の被災地域での調査結果（「津波避難等に関する調査結果」（内閣府・消防庁・

気象庁））及び過去の津波被害（北海道南西沖地震、日本海中部地震）の避難の状況を踏まえ、

次表のような４つの避難パターンを設定する。

表 9-2 避難の有無、避難開始時期の設定

避難行動別の比率

避難する

切迫避難あるいは

避難しない
すぐに避難する

（直接避難）

避難するがすぐに

は避難しない

（用事後避難）

全員が発災後すぐに避難を開始した

場合（避難開始迅速化）
100% 0% 0%

早期避難者比率が高く、さらに津波情

報の伝達や避難の呼びかけが効果的

に行われた場合

（早期避難率高+呼びかけ）

70% 30% 0%

早期避難者比率が高い場合

（早期避難率高）
70% 20% 10%

早期避難者比率が低い場合

（早期避難率低）
20% 50% 30%
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②避難未完了率

・発災時の所在地から安全な場所まで避難完了できない人の割合であり、以下の考え方で算定す

る。

概要

a)要避難メッシュの特定

最大津波浸水深が30cm以上となる要避難メッシュを特定。

b)避難先メッシュの設定

各要避難メッシュ（避難元メッシュ）から最短距離にあり、かつ避難元メッシュよりも津波

浸水深１cm到達時間が長い、津波浸水深30cm未満の避難先メッシュを特定する。

c)避難距離の算定

メッシュ中心間の直線距離の1.5倍を避難距離とする（東日本大震災の実績）。

d)避難完了所要時間の算定

各要避難メッシュについて、避難距離を避難速度（東日本大震災の実績から平均時速2.65km/h

と設定）で割って避難完了所要時間を算出。なお、避難開始時間は、昼間発災時は、直接避難

者で発災５分後、用事後避難者で15分後とし、切迫避難者は当該メッシュに津波が到達してか

ら避難するものとする。

e)避難成否の判定

各要避難メッシュについて、避難先メッシュの隣接メッシュにおける浸水深30cm到達時間と

避難先メッシュまでの避難完了所要時間を比較し、避難行動者別に避難成否を判定する。

詳細

a)避難完了/未完了判定計算

【入力データ】

・10m メッシュ浸水深データ：h(x、y、t)

・10ｍメッシュ最大浸水深データ：hmax(x、y)

・10ｍメッシュ浸水深 30㎝到達時間：t30(x、y) (地震発生からの時間)

・10m メッシュ浸水深 1㎝到達時間：t1(x、y) (地震発生からの時間)

・10m メッシュ内人口：n(x、y)

・10m メッシュ避難行動者割合：

直後避難者率；pi、 用事後避難者率；pl、 切迫避難者率；1‐(pi＋pl)

・各津波避難ビルの 30㎝津波浸水到達時間：tbuil (地震発生からの時間)
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【入力データ】

１) 要避難メッシュ(xm、ym)の特定

以下の条件を満たすメッシュ

hmax(xm、ym)≧30 ㎝、t30(xm、ym)＞0

２) 避難先メッシュ(xn、yn)の特定

各要避難メッシュ(避難元メッシュ)から最短距離にあり、かつ避難元メッシュよりも津波浸水

深１㎝到達時間が長い、津波浸水深 30cm 未満の避難先メッシュを特定する。

hmax(xn、yn)<30 ㎝、t1(xn、yn)－t1(xm、ym)＞0

３) 避難距離 le の算定

メッシュ中心間の直線距離の 1.5 倍を避難距離 le(xm、ym)とする。※1

※１「津波避難を想定した避難路、避難施設の配置及び避難誘導について」(国土交通省、平成

24 年４月)によると、避難距離は直線距離の 1.5 倍

４) 避難完了所要時間 teの算定

各要避難メッシュについて、避難完了所要時間 te (xm、ym)を算出

te (xm、ym)＝le(xm、ym)／2.65 km/h※2

※２「津波避難を想定した避難路、避難施設の配置及び避難誘導について」(国土交通省、平成

24 年４月)によると、避難速度は平均 2.65km/h

：要避難メッシュ

避難先メッシュ

隣接メッシュ

避難元メッシュ
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５) 避難成否の判定

各要避難メッシュについて、避難先メッシュの隣接メッシュにおける浸水深 30 ㎝到達時間と避

難先メッシュまでの避難完了所要時間を比較し、避難行動者別に避難成否を判定する。

＜直後避難者＞

t30(xn-1、yn)＞te (xm、ym)＋5 分 避難完了※3

t30(xn-1、yn)≦te (xm、ym)＋5 分 避難未完了(津波巻き込まれ)※3

※３直後避難者の避難開始時間を地震後５分(揺れが収まるまで３分＋収まってから避難開始ま

で２分)と設定

＜用事後避難者＞

t30(xn-1、yn)＞te (xm、ym)＋15 分 避難完了※4

t30(xn-1、yn)≦te (xm、ym)＋15 分 避難未完了(津波巻き込まれ)※4

※４「津波避難等に関する調査結果」(内閣府・消防庁・気象庁)の分析結果によれば、「用事後避

難(避難するがすぐには避難しない)」の場合、東日本大震災において避難開始が早い時期で地震

発生後 10分、遅い地域で地震発生後 15分～20 分であった。また、「津波避難を想定した避難路、

避難施設の配置及び避難誘導について」(国土交通省、平成 24 年４月)によると、避難開始時刻と

して最も多いのが 15 分後であった。以上のことから、用事後避難者の避難開始時間を地震後 15

分と設定。

＜切迫避難者＞

t30(xn-1、yn)＞te (xm、ym)＋t1 避難完了※5

t30(xn-1、yn)≦te (xm、ym)＋t1 避難未完了(津波巻き込まれ)※5

※５切迫避難者の避難開始時間を当該メッシュ津波浸水深１㎝到達時間 t1と設定。
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①浸水深別死者率

・各要避難メッシュについて、避難未完了者(避難失敗者)に関して、死亡率曲線(浸水深30㎝以上

で死者発生、浸水深１ｍで全員死亡という正規分布の累積分布関数)で死亡率を算出する。死亡

以外は負傷とする。

判定対象とする浸水深は移動中メッシュ(xn-s,yn-t)の浸水深h(xn-s,yn-t)とする。

＜直後避難者＞

h(xn-s,yn-t)＝h(xm,ym)-｛h(xm,ym)- h(xn,yn)｝×｛t30(xn-1,yn)-5分
※｝/ te(xm,ym)

※5分>t1(xm,ym)の場合はt1(xm,ym)を用いる。

＜用事後避難者の場合＞

h(xn-s,yn-t)＝h(xm,ym)-｛h(xm,ym)- h(xn,yn)｝×｛t30(xn-1,yn)-15分
※｝/ te(xm,ym)

※15分>t1(xm,ym)の場合はt1(xm,ym)を用いる。

＜切迫避難者の場合＞

h(xn-s,yn-t)＝h(xm,ym)-｛h(xm,ym)- h(xn,yn)｝×｛t30(xn-1,yn)- t1(xm,ym)｝/ te(xm,ym)

また、津波に巻き込まれた人に対して上記の死者率を適用し、死者数を算出するが、結果と

して生存した人も全員が負傷するものと仮定する。負傷者の重傷：軽傷の割合については、北

海道南西沖地震における奥尻町の人的被害の事例を参考にし、重傷者数：軽傷者数＝49人：94

人＝34：66として配分することとする。なお、東日本大震災における人的被害の内訳（2012年

３月11日現在、消防庁発表）をみると、沿岸市町村における重傷者数：軽傷者数＝458人：3,464

人＝12：88となるが、津波以外の要因も含まれる可能性があること、安全側の観点から、北海

道南西沖地震の際の重傷：軽傷の比率を用いる。

図 9-6 浸水深別死者率

(バンダ・アチェでの浸水深別死者率（越村,2009）より)
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津波被害想定における考慮事項

★高層階滞留者の考慮

・襲来する津波の最大浸水深に応じてそれよりも高い高層階の滞留者は避難せずにとどまる

ことができる場合を考慮する。

・最大浸水深別の避難対象者を次のように設定する。

最大浸水深 避難対象者

30cm以上6m未満 1、2階滞留者が避難

6m以上15m未満 1～5階滞留者が避難

15m以上30m未満 1～10階滞留者が避難

※由布市の階層別人口は不明のため、隣接する別府市の階層別人口の割合を適用する。

★夜間における避難開始の遅れ、避難速度低下の考慮

・東北地方太平洋沖地震は昼間の発生(14時46分発生)であったが、夜間発災の場合にはより

避難が遅れることが想定される。「津波避難を想定した避難路、避難施設の配置および避

難誘導について」(国土交通省、平成24年４月)によると、東日本大震災の沿岸被災地にお

ける徒歩での避難速度は2.65㎞/hであり、これまでの目安(3.60㎞/h)よりも低い値となっ

ている。一方、夜間に発生した1993年北海道南西沖地震(22時22分発生)では平均的な避難

速度は51.3ｍ/分(3.08㎞/h)[「1993年北海道南西沖地震の総合調査研究報告」(東京都立大

学都市研究センター、1994年３月)]であり、東日本大震災のほうが避難速度は遅い。ただ

し、東日本大震災を含め過去の地震災害における犠牲者は60歳以上の高齢者の占める割合

が高く、60歳以上に限定した分析をしたところ、東日本大震災の2.59㎞/h(ただし、津波到

達前に避難を開始した人で、一人で徒歩避難した人)に対して、北海道南西沖地震では2.09

㎞/hであった。ここでは、夜間の場合には、避難開始は昼間に比べてさらに5分準備に時間

がかかると仮定するとともに、避難速度も昼間の80％(2.09/2.59)に低下すると仮定する。
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★津波避難ビルの考慮

・浸水域内に津波避難ビルが整備されているところでは、浸水域内にいる人は津波避難ビル

に逃げ込むことで助かることができる。ここでは、津波避難ビルによる人的被害軽減効果

を考慮したケースも検討する。

・現実的には、避難までに時間的猶予があり浸水域外まで水平避難できる人でも、近くの津

波避難ビルを使用するケースが考えられる。しかし、ここでは避難を要する浸水予想区域

の人のうち、避難が間に合わないような人から優先的に津波避難ビルへの収容を考えるこ

ととする。

・津波避難ビルの指定数及び１棟当たり収容人数については、全国調査が行われている「「津

波避難ビル等」に関する実態調査結果について」（国土交通省、平成23年12月27日）にお

ける数値を用いる。津波避難ビル指定数は平成23年10月31日現在における地方公共団体が

自ら地域防災計画等において位置づけている津波避難ビル等の棟数であり、また、１棟当

たり収容人数は平成23年６月30日現在の全国平均値を用いる。なお、今回はマクロ的な想

定であることから、各地の津波避難ビルの効果測定では、各ビルの具体的な配置や属性、

周辺環境等を考慮して詳細に分析する必要がある。

・まず、浸水域内の津波避難ビルにおける収容可能人数を設定する。浸水域内の津波避難ビ

ルへの避難可能な人の最大値(A)は、各津波避難ビルの現状の数値を用い、不明の場合は、

全国の避難ビルの平均収容可能人数〔558人/棟〕とする。

・また､津波到達時間が短い場合には、避難ビル最大収容人数も逃げ込めない可能性があり、

その場合の収容可能人数は次のように求めるものとする。

収容可能人数＝｛π×(避難距離m)2｝×α×周辺人口密度（人/㎡）・・・(B)

ここで、

α＝0.5(津波避難ビルのカバーエリアは、津波から遠ざかる方向への避難が行われるこ

とを想定して半円として設定。津波避難ビルの設置密度が上がればカバーエリ

アに重複が発生するが、ここではそれは考慮しないものとする)

周辺人口密度(人/㎡)＝津波浸水区域人口(人)÷津波浸水面積(㎡)

避難距離(ｍ)＝｛歩行速度(ｍ/分)×避難時間（分）｝÷1.5

歩行速度は東日本大震災の実態に基づき昼間2.65㎞/h(44.2m/分)、そして夜間はその

80％とする。

避難時間は、(tbuil－t1－t2)で表され避難にかけられる時間を意味し、各津波避難ビルの

30㎝津波浸水到達時間tbuilが長く、避難開始時間t1が早ければ津波避難ビルに逃げ込める人

が増える。高台や高層階等まで上がるのにかかる時間t2は、最大浸水深Ｈ(ｍ)/階段・のぼ

り坂昇降速度Ｐ2(ｍ/秒)で求めることができる(階段・のぼり坂昇降速度Ｐ2(ｍ/秒)は0.21

ｍ/秒を想定)が、今回はマクロ的な計算であるためt2までは考慮しないこととする。ここ

で、避難開始後に避難にかけられる時間(tbuil－t1)は、避難パターン別に次表のとおりに設

定する。
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★揺れによる建物倒壊に伴う死者及び自力脱出困難者の考慮

・浸水域内における揺れによる建物倒壊に伴う死者については、建物倒壊による死者として

カウントし、津波による人的被害からは除く。

・浸水域内における揺れによる建物倒壊に伴う自力脱出困難者（うち生存者）については、

津波による死者としてカウントするものとする（近隣住民等による救助活動が行われずに、

建物倒壊により閉じ込められた状態で浸水する可能性があるとともに、浸水地域の救助活

動が難航し、一定時間を経過すると生存率が低下することを考慮）。

（１）算定される津波による死傷者数に対して、（1-時間帯別の市町村別の建物倒壊による

死者数÷市町村別全人口）を乗じることによって、浸水域における建物倒壊による死

者数との重複を処理する。

津波による死者数（重複処理後）＝

[前頁までの計算による]津波による死者数(重複処理前)×(1-時間帯別の市町村別の

建物倒壊による死者数÷市町村別全人口)

津波による負傷者数（重複処理後）＝

[前頁までの計算による]津波による負傷者数(重複処理前)×(1-時間帯別の市町村別

の建物倒壊による死者数÷市町村別全人口)

★津波避難ビルの考慮(続き)

表 避難開始後に避難にかけられる時間

避難開始後に避難にかけられる時間(tave-t1)

全員が発災後直後に避難を開始した場

合

昼間 (tbuil－5分)×1.0

夜間 (tbuil－10分)×1.0

早期避難者比率(避難意識)が高く、さ

らに津波情報の伝達や避難の呼びかけ

が効果的に行われた場合

昼間 (tbuil－5分)×0.7＋(tbuil－15分)×0.3

夜間 (tbuil－10分)×0.7＋(tbuil－20分)×0.3

早期避難者比率(避難意識)が高い場合
昼間 (tbuil－5分)×0.7＋(tbuil－15分)×0.2

夜間 (tbuil－10分)×0.7＋(tbuil－20分)×0.2

早期避難者比率(避難意識)が低い場合
昼間 (tbuil－5分)×0.2＋(tbuil－15分)×0.5

夜間 (tbuil－10分)×0.2＋(tbuil－20分)×0.5

注：上表で()内がマイナスになる場合は0とする

・求めた(A)と(B)を比較して少ない方を最終的な津波避難ビルへの収容可能人数とする。津

波避難ビル考慮前の津波による人的被害数に対して、津波避難ビルへの収容可能人数分だ

け人的被害が軽減されるものとする。
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★地震動による堤防・水門の機能支障の考慮（※津波による建物被害においても同様に考慮）

・地震動に対して堤防・水門が正常に機能するが、津波が堤防等を乗り越えた場合にはその

区間は破堤するという条件を基本として被害想定を実施する。

★揺れによる建物倒壊に伴う死者及び自力脱出困難者の考慮(続き)

（２）自力脱出困難生存者数のうち、津波浸水域内で発生した分、および津波による死者数

(重複処理後)との重複をさらに取り除いた分(＝A)について、（１）の結果としての

津波による死者数に対してさらに加算する。

津波による死者増分＝

{揺れによる建物倒壊に伴う自力脱出困難生存者数×(時間帯別の市町村別浸水域人口

÷市町村別全人口)}×(1－津波による死者数(重複処理後)÷浸水域人口)

ここで、（A）のすべてが津波に巻き込まれて死亡するとは限られないが、津波浸水域での

救助活動は津波警報等が出ている中で制限されるし、救助活動を開始しても救助には相当の

時間を要すると考えられる中(夜間の救助にもなるとさらに活動困難)、生き埋め者の生存率は

時間とともに減少するため、ここでは津波浸水域内の自力脱出困難生存者数は津波浸水深の

大小にかかわらず死亡するものとする。
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★年齢構成を考慮した死傷者数の算定

・東日本大震災における岩手、宮城、福島の被災地域では、生存者においては高齢者ほど直

後の避難率が高い傾向があるが、65歳以上及び75歳以上の方は結果として死者率が他年齢

に比べて高い。ここでは、年齢構成が東日本大震災の被災地の状況よりも高齢化していれ

ば津波に巻き込まれる可能性がより高いものとする。

・年齢構成を考慮した人的被害を推定するため、平成22年国勢調査に基づく市区町村別の年

齢区分比率をもとにして、次式により人的被害補正係数を算出し、算出した市区町村別死

傷者数に掛け合わせるものとする。

市区町村別の人的被害補正係数

＝Σ（年齢区分別比率×年齢区分別重み係数）

＝15歳未満人口比率×0.34＋15～64歳人口比率×0.62＋65歳～74歳人口比率×1.79

＋75歳以上人口比率×2.81

★夏期の海水浴客等観光客の考慮

・浸水域内に海水浴場等が存在するところでは、夏期のピーク時には住民数（夜間人口・昼

間人口）と比較しても無視できない人数の海水浴客が存在することから、津波による人的

被害の算定において、海水浴客の被害を想定する必要がある。

・市町村単位の海水浴入り込み数（７･８月の月単位データ）をもとに、７･８月中の休日及

び盆休み等に集中すること、ピーク時には一日単位利用者数の100%がいることを仮定し、

これらの海水浴客等観光客の分だけ津波浸水域内人口が増加すると考えて、海水浴客人的

被害増加率を設定する。
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9.3.3 斜面崩壊による死傷

静岡県（2001）における、伊豆大島近海地震時の被害事例データを用いて、斜面崩壊による大

破棟数と死傷者数の比等から算定した。

死者数（人）＝0.181×大破棟数（棟）

重篤者数（人）＝0.052×大破棟数（棟）

重傷者数（人）＝0.254×大破棟数（棟））

中等傷者数（人）＝2.4×（重篤者数（人）＋重傷者数（人））

上式のもととなったデータの補正として、［（時間帯別の１世帯当たり住宅内人員）／（伊豆大

島近海地震時における１世帯当たり人員（3.51 人））］を乗じた。

表 9-3 市町村の時間帯別の１世帯当たり住宅内人員2

市町村 朝 5 時 昼 12 時 夕 18 時

大分市 2.44 0.88 1.68

別府市 2.24 0.88 1.57

中津市 2.49 0.96 1.75

日田市 2.84 1.07 1.97

佐伯市 2.55 1.03 1.80

臼杵市 2.72 1.10 1.92

津久見市 2.49 1.02 1.76

竹田市 2.54 1.06 1.82

豊後高田市 2.52 1.03 1.78

杵築市 2.51 1.05 1.81

宇佐市 2.58 1.03 1.82

豊後大野市 2.68 1.10 1.89

由布市 2.74 1.03 1.88

国東市 2.44 0.95 1.70

姫島村 2.53 1.10 1.82

日出町 2.66 1.01 1.82

九重町 2.98 1.24 2.10

玖珠町 2.81 1.06 1.94

2国勢調査・事業所統計データより、急傾斜地地点における人口動態と時間別人口から，市町村別

の一世帯あたりの時間別・住宅内人口を求めた
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9.3.4 火災による死傷

死者は、大分県の平常時火災から求めた前回（2008）の手法を用いる。

(火災による死者数)＝0.067×(焼失棟数)

焼失棟数には発災後６時間後の焼失棟数から、揺れによる被害のダブルカウントを処理した値

を用いた

負傷者は、大分県の平常時火災から求めた前回（2008）の手法を用いる。

(火災による負傷者数)＝0.202×(焼失棟数)

焼失棟数には発災後６時間後の焼失棟数から、揺れによる被害のダブルカウントを処理した値

を用いた

函館大火･酒田大火の事例より重傷：中等傷＝5.3：13.7 とした

重篤者は建物の場合と同様に重傷者の２割とした
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図 9-7 平常時火災における人的被害
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9.3.5 ブロック塀倒壊による死傷

東京都（2006）と同様に、ブロック塀、石塀、コンクリート塀の転倒による死傷者は、宮城県

沖地震（昭和 53 年）のブロック塀等の被害件数と死者数との関係に基づき作成された東京都被

害想定（1997）の手法を用いる。負傷者については、東京都被害想定（1994）の手法には記述さ

れていないため、同様に宮城県沖地震時の実態を踏まえて作成された静岡県第３次被害想定

（2001）の手法を用いる。

死者数＝0.00116×塀被害件数×（屋外人口密度／1689.16）（人／km2）

負傷者数＝0.04×塀被害件数×（屋外人口密度／1689.16）（人／km2）

重傷者数＝0.04×0.39×塀被害件数×（屋外人口密度／1689.16）（人／km2）

※1689.16（人／km2）は、宮城県沖地震当時の仙台市の屋外人口密度

9.3.6 要救助者

要救助者（自力脱出困難者）とは、建物倒壊によって下敷き・生き埋めになった人のうち、自

力で脱出した人を除き、家族、親戚、近所の人、消防団、警察、消防等により救出された人を言

い、揺れによる全壊率と自力脱出困難者発生率（東京都(2008)）を、宮野ら（1996）の調査から

補正した手法を用いる。

下敷き・生き埋め者率＝0.0164×木造全壊率（倒壊）・・・東京都（2008）

（補正率：0.117＝0.0164×100/14 ・・・宮野ら（1996））

要救助者（自力脱出困難者）数＝0.117×建物倒壊率×屋内滞留人口

図 9-8 自己脱出と救助の状況 図 9-9 救助者（延べ）
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9.4 被害予測結果

地震別の死傷者数を表 9-4 に示す。各要因別の死傷者は、建物崩壊を表 9-6、津波を表 9-7、斜

面崩壊を表 9-9、火災を表 9-10、ブロック塀倒壊を表 9-11 に示した。

３地震とも津波による要因が大きく、その対策が喫緊の課題である

また、負傷者は病院にかからない軽傷者まで含めればさらに数倍になることが予想される。

図 9-10～図 9-12 に建物崩壊による死者数分布を示す。

表 9-4 死傷者（人）（津波による被害は堤防が機能しないとした場合）

地震名 季節時刻 死者 重篤者 重傷者 中等傷者

早
期
避
難
率
が
低
い
場
合

南海トラフ

（CASE11 陸側）

冬 5 時 19,053 3 5,451 10,815

夏 12 時 21,332 5 2,144 4,447

冬 18 時 21,923 5 2,063 4,257

別府湾の地震

（慶長豊後型地震）

冬 5 時 26,234 48 5,145 12,984

夏 12 時 33,646 67 3,228 9,802

冬 18 時 36,399 90 3,298 9,699

周防灘断層群主部

冬 5 時 959 - 422 820

夏 12 時 804 0 185 362

冬 18 時 901 0 199 388

地震名 季節時刻 死者 重篤者 重傷者 中等傷者

早
期
避
難
率
が
高
い
場
合

南海トラフ

（CASE11 陸側）

冬 5 時 750 3 83 394

夏 12 時 644 5 55 391

冬 18 時 697 5 67 381

別府湾の地震

（慶長豊後型地震）

冬 5 時 9,663 48 2,087 7,047

夏 12 時 12,012 67 1,284 6,027

冬 18 時 14,156 90 1,727 6,650

周防灘断層群主部

冬 5 時 515 - 221 431

夏 12 時 426 0 100 197

冬 18 時 479 0 108 211

※０は０より大きく 0.5 未満、（-）はゼロ
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【参考-１】

表 9-5 死傷者（人）（津波による被害は、津波が乗り越えたら破堤する場合）

地震名 季節時刻 死者 重篤者 重傷者 中等傷者

早
期
避
難
率
が
低
い
場
合

南海トラフ

（CASE11 陸側）

冬 5 時 17,761 3 4,721 9,398

夏 12 時 19,819 5 1,920 4,012

冬 18 時 20,309 5 1,884 3,909

別府湾の地震

（慶長豊後型地震）

冬 5 時 25,823 48 4,690 12,101

夏 12 時 33,350 67 3,123 9,598

冬 18 時 36,050 90 3,065 9,246

周防灘断層群主部

冬 5 時 632 - 348 677

夏 12 時 509 0 124 243

冬 18 時 607 0 127 249

地震名 季節時刻 死者 重篤者 重傷者 中等傷者

早
期
避
難
率
が
高
い
場
合

南海トラフ

（CASE11 陸側）

冬 5 時 74 3 35 302

夏 12 時 62 5 38 358

冬 18 時 71 5 45 340

別府湾の地震

（慶長豊後型地震）

冬 5 時 7,665 48 1,827 6,542

夏 12 時 10,324 67 1,168 5,803

冬 18 時 12,156 90 1,523 6,253

周防灘断層群主部

冬 5 時 156 - 145 282

夏 12 時 114 0 29 58

冬 18 時 147 0 32 63

※０は０より大きく 0.5 未満、（-）はゼロ
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表 9-6 建物崩壊による死傷者（人）

地震名 季節時刻 死者 重篤者 重傷者 中等傷者

南海トラフ

（CASE11 陸側）

冬 5 時 68 3 23 275

夏 12 時 55 5 29 338

冬 18 時 62 4 25 297

別府湾の地震

（慶長豊後型地震）

冬 5 時 2,374 42 216 3,385

夏 12 時 1,654 48 243 3,923

冬 18 時 1,990 43 220 3,518

周防灘断層群主部

冬 5 時 1 - 0 1

夏 12 時 0 - 0 1

冬 18 時 0 - 0 1

※０は０より大きく 0.5 未満、（-）はゼロ

表 9-7 津波による死傷者（人）（津波による被害は堤防が機能しないとした場合）

地震名 季節時刻 死者 重篤者 重傷者 中等傷者

早
期
避
難
率
が
低
い
場
合

南海トラフ

（CASE11 陸側）

冬 5 時 18,984 5,426 10,533

夏 12 時 21,276 2,106 4,089

冬 18 時 21,857 2,018 3,918

別府湾の地震

（慶長豊後型地震）

冬 5 時 23,833 4,900 9,512

夏 12 時 31,899 2,898 5,626

冬 18 時 34,180 2,871 5,573

周防灘断層群主部

冬 5 時 958 422 819

夏 12 時 804 185 360

冬 18 時 901 198 384

地震名 季節時刻 死者 重篤者 重傷者 中等傷者

早
期
避
難
率
が
高
い
場
合

南海トラフ

（CASE11 陸側）

冬 5 時 681 58 112

夏 12 時 588 17 33

冬 18 時 631 22 42

別府湾の地震

（慶長豊後型地震）

冬 5 時 7,262 1,842 3,575

夏 12 時 10,265 954 1,851

冬 18 時 11,937 1,300 2,524

周防灘断層群主部

冬 5 時 514 221 430

夏 12 時 426 100 195

冬 18 時 479 107 207
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【参考-２】

表 9-8 津波による死傷者（人）（津波による被害は、津波が乗り越えたら破堤する場合）

地震名 季節時刻 死者 重篤者 重傷者 中等傷者

早
期
避
難
率
が
低
い
場
合

南海トラフ

（CASE11 陸側）

冬 5 時 17,692 4,696 9,116

夏 12 時 19,763 1,882 3,654

冬 18 時 20,243 1,839 3,570

別府湾の地震

（慶長豊後型地震）

冬 5 時 23,422 4,445 8,629

夏 12 時 31,603 2,793 5,422

冬 18 時 33,831 2,638 5,120

周防灘断層群主部

冬 5 時 631 348 676

夏 12 時 509 124 241

冬 18 時 607 126 245

地震名 季節時刻 死者 重篤者 重傷者 中等傷者

早
期
避
難
率
が
高
い
場
合

南海トラフ

（CASE11 陸側）

冬 5 時 5 10 20

夏 12 時 6 0 0

冬 18 時 5 0 1

別府湾の地震

（慶長豊後型地震）

冬 5 時 5,264 1,582 3,070

夏 12 時 8,577 838 1,627

冬 18 時 9,937 1,096 2,127

周防灘断層群主部

冬 5 時 155 145 281

夏 12 時 114 29 56

冬 18 時 147 31 59
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表 9-9 斜面崩壊による死傷者（人）

地震名 季節時刻 死者 重篤者 重傷者 中等傷者

南海トラフ

（CASE11 陸側）

冬 5 時 1 0 2 5

夏 12 時 0 0 1 2

冬 18 時 1 0 1 3

別府湾の地震

（慶長豊後型地震）

冬 5 時 11 3 15 44

夏 12 時 4 1 6 16

冬 18 時 7 2 10 30

周防灘断層群主部

冬 5 時 - - - -

夏 12 時 - - - -

冬 18 時 - - - -

※０は０より大きく 0.5 未満、（-）はゼロ

表 9-10 火災による死傷者（人）

地震名 季節時刻 死者 重篤者 重傷者 中等傷者

南海トラフ

（CASE11 陸側）

冬 5 時 - - - -

夏 12 時 0 0 0 1

冬 18 時 1 0 1 2

別府湾の地震

（慶長豊後型地震）

冬 5 時 16 3 11 36

夏 12 時 87 15 60 194

冬 18 時 218 38 151 489

周防灘断層群主部

冬 5 時 - - - -

夏 12 時 - - - -

冬 18 時 - - - -

※０は０より大きく 0.5 未満、（-）はゼロ
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表 9-11 ブロック塀倒壊による死傷者（人）

地震名 季節時刻 死者 重篤者 重傷者 中等傷者

南海トラフ

（CASE11 陸側）

冬 5 時 0 - 0 2

夏 12 時 1 0 8 17

冬 18 時 2 1 18 37

別府湾の地震

（慶長豊後型地震）

冬 5 時 0 0 3 7

夏 12 時 2 3 21 43

冬 18 時 4 7 46 89

周防灘断層群主部

冬 5 時 0 - 0 0

夏 12 時 0 0 0 1

冬 18 時 0 0 1 3

※０は０より大きく 0.5 未満、（-）はゼロ

表 9-12 要救助者（人）

地震名 季節時刻 要救助者

南海トラフ

（CASE11 陸側）

冬 5 時 21

夏 12 時 15

冬 18 時 19

別府湾の地震

（慶長豊後型地震）

冬 5 時 854

夏 12 時 559

冬 18 時 701

周防灘断層群主部

冬 5 時 0

夏 12 時 0

冬 18 時 0

※０は０より大きく 0.5 未満、（-）はゼロ
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図 9-10 建物崩壊による死者数分布 南海トラフ（CASE11 陸側）

図 9-11 建物崩壊による死者数分布 別府湾の地震（慶長豊後型地震）
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図 9-12 建物崩壊による死者数分布 周防灘断層群主部
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